
九州農政局「消費者の部屋特別展示」に出展報告
　8 月 30 日から 9 月 10 日までの期間で、九州農政局が

主催する「消費者の部屋特別展示」に、九沖研の研究成果

のパネルや現物展示を行いました。

　九州農政局では消費者とのコミュニケーションを深

める場として「消費者の部屋」を開設しており、「消費者

の部屋特別展示」は、食料・農業・農村に関する施策の

情報提供や普及・啓発のため、毎年開催されています。

　本年度の開催テーマは「日々進化、新品種・新技術～

地域に広がる品種や技術を紹介します～」でした。

　九沖研からは、米粉用水稲品種「笑みたわわ」、もち性

大麦品種「くすもち二条」、大豆品種「ふくあかね」、サツ

マイモ新品種「ふくむらさき」などのパネルとサンプル

を展示しました。また、乾いた田んぼに直接種子を播く

技術「振動ローラ式乾田直播技術」および、サトウキビ品

種「はるのおうぎ」についてもパネル展示を行い、九沖研

が開発した品種や技術についてアピールしました。

受入研究員

技術講習生
受入先 派遣元機関 期間 受入人数

令和3年10月18日～令和3年10月29日 1宮崎大学農学研究科
暖地畑作物野菜研究領域

カンショ・サトウキビ育種グループ

暖地畑作物野菜研究領域

カンショ・サトウキビ育種グループ
令和3年10月11日～令和3年10月22日 1琉球大学農学研究科

令和3年11月29日～令和3年12月3日 1大分県福岡事務所
暖地畑作物野菜研究領域

施設野菜グループ

暖地畑作物野菜研究領域

カンショ・サトウキビ育種グループ

依頼研究員

受入先 派遣元機関 期間 受入人数

令和3年11月1日～令和4年2月28日 1佐賀県農業試験研究センター
暖地畑作物野菜研究領域

施設野菜グループ

暖地畑作物野菜研究領域

カンショ・サトウキビ育種グループ
令和3年10月5日～令和3年10月14日 1富山県農林水産総合技術センター

令和3年11月30日～令和3年12月24日 1鹿児島県農業開発総合センター
暖地畑作物野菜研究領域

施設野菜グループ

暖地畑作物野菜研究領域

施設野菜グループ

▲サンプルとパンフレット展示の様子

▲筑後・久留米研究拠点 (久留米 )の植物工場
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巻頭言 Message

 新年、明けましておめでとうございます。本年が皆様

にとって輝かしい年となりますよう、また、社会がコロ

ナ禍から脱却し「より良い復興」を遂げる年となります

よう、心よりお祈り申し上げます。加えて、農研機構が

全国各地の地方創生につながる技術を開発・社会実装

し、世界に冠たる研究機関になるための確実な一歩を踏

み出す年となることを祈念します。

　私は、2018年4月の理事長就任以来、農研機構の組織

目標として、農業・食品分野における「Society 5.0」の

実現によって、①「食料自給率向上と食料安全保障」、

②「農産物・食品の産業競争力強化と輸出拡大」、③

「生産性向上と環境保全の両立」に貢献することを掲げ

てきました。また、これらの目標達成のために、本部司

令塔機能の強化、農業研究とAI・データ等のICTの融

合、産業界・農業界との連携強化等の様々な面から、改

革を進めてきました。特に、地方創生に貢献するため、

九州沖縄経済圏スマートフードチェーンプロジェクトを

推進するとともに、北海道、茨城県、高知県等と連携を

強化してきました。これらの改革に対して、昨年3月の

農研機構の第4期中長期計画終了時には、主務大臣よりS

評価を受けました。

　2021年4月には、農研機構は第5期中長期計画を開始し

ました。第5期には、セグメント研究、プロジェクト型

研究、基盤技術研究の3つのタイプの研究開発を推進し

ています。1番目のセグメント研究では、「アグリ・フ

ードビジネス」、「スマート生産システム」、「アグリ

バイオシステム」、「ロバスト農業システム」の４つの

セグメントを設定しました。地域農業研究センターは、

「スマート生産システム」セグメントにおいて、それぞ

れの地域の課題解決を図り、地方創生につなげる研究開

発を推進しています。2番目のプロジェクト型研究で

は、分野横断的な研究開発に対して、機構内の異なる研

究所が連携した「NAROプロジェクト」を設定して、取り

組みを強化しました。3番目の基盤技術研究について

は、基盤技術研究本部を創設し、AI、ロボティクス、バ

イオテクノロジー、精密分析等の研究基盤技術と、統合

データベースや遺伝資源等の共通基盤を強化しました。

　2022年の重点的な取り組みは以下の３点です。１点目

は「みどりの食料システム戦略」※の推進です。同戦略

では、ゼロエミッション、化学農薬50%削減、化学肥料

30%削減、有機農業拡大、フードロス削減によって、食

料・農林水産業の持続的発展と地球環境の両立を実現す

ることが目標に掲げられました。この目標は、これまで

農研機構が掲げてきた目標とベクトルが完全に一致して

おり、農林水産省、都道府県、農業界、産業界等の皆様

と連携して、目標達成に向けて総力を挙げたいと思いま

す。特に、世界的関心事であるカーボンニュートラルに

ついては、水田メタン削減などの開発技術の普及に加

え、牛ゲップのメタン削減等に対する新技術開発を強力

に推進します。

　２点目はスマート農業の推進です。AI・データ、ICT

を活用したスマート農業技術が次々と開発されていま

す。現場でも普及が実感できるよう、ビジネスモデルの

提案や普及活動を強化します。

　３点目は国際連携・国際標準化の推進です。これがネ

ックとなり優れた技術の実用化で遅れをとるのが我が国

の弱点です。国際競争力のある技術を開発し、国際標準

化を含めイニシアチブをとることを目指します。

　農研機構は、皆様とともにイノベーションを創出し、

農業食品分野の成長産業化と地球環境保全に貢献したい

と思います。地域の関係機関の皆様には絶大なご協力を

お願いします。

※2021年、農林水産省策定

研究の紹介 1 Research  highlight

イチゴの局所適時CO2施用技術の開発と

スマ農実証への展開

暖地畑作物野菜研究領域　

日高　功太 

　近年のイチゴ生産では、増収・高品質化へ向けて、

ビニルハウス内のCO2濃度を積極的に高めて光合成を

促進させるCO2施用技術の導入が全国的に拡大してい

ます。現行のCO2施用では、灯油やLPガスを燃焼して

発生させたCO2ガスをハウス空間全体に施用するのが

一般的です。しかし、イチゴは植物体がコンパクトで

あることからハウス全体への施用は空間的な無駄があ

り、また、光合成の促進効果が低い雨天時の施用は時

間的な無駄があります。以上のように、現行のCO2施

用法は空間・時間的な無駄があるため、これを改善す

る技術開発が望まれています。

　

　九沖研では、上記の問題解決を目指して局所適時

CO2施用技術を九州大学と共同で開発しました(図1)。

　

　現在、スマート農業実証プロジェクトにおいて阿蘇

のイチゴ生産者圃場へ本技術を導入して現地実証(試

験研究機関内の施設ではなく生産者が普段使用してい

る施設で試験し、本技術の効果を確かめること)に取

り組んでいます。CO2発生機からのCO2ガスを濃縮させ

た後、送風機により塩ビ配管を経由してイチゴ条間に

設置したチューブから施用します。局所施用とは、特

定の場所のみに施用するという意味であり、本技術で

はCO2ガスをイチゴ条間へ局所施用することにより、

イチゴの葉近傍のみを長いハウス(84m)の奥まで均一

に高濃度化することが可能です(図2)。

　一方、慣行施用(CO2ガスをハウス空間内全体に施用)

では、ハウス奥までCO2ガスが届いていません。現地

実証試験の結果、局所適時施用によってシーズン合計

の可販果収量は慣行施用に比べて16％増収しました

(図3)。また、CO2施用にかかる灯油使用量は慣行施用

に比べて17％減少しました(図4)。以上のように、本

技術の導入によって増収・省エネの両立を実現しまし

た。なお本システムは安価な農業資材で構成されてお

り、生産者による自家施工も可能なことから、現地試

験圃場近辺の地域を中心に普及が進みつつあります。

　

　

　

　

　持続可能な食料システムの構築を目指し農林水産省

が2021年5月に公表した「みどりの食料システム戦

略」にも記載のとおり、施設園芸においても脱化石燃

料化が求められています。今後は、持続的なイチゴ生

産技術の構築に向けて、さらなる増収・二酸化炭素排

出抑制を目指した施設環境調節技術の開発に取り組む

予定です。

研究の背景

局所適時CO2施用の現地実証

今後の取り組み

(ひだか こうた)

▲図 2 慣行および局所 CO2 施用下でのハウス内 CO2 濃度の分布

▲図 3

局所適時 CO2 施用の

果実収量への効果

▲図 4

局所適時 CO2 施用の

灯油使用量への効果

▲図 1 局所適時 CO2 施用システム
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技術の導入によって増収・省エネの両立を実現しまし

た。なお本システムは安価な農業資材で構成されてお

り、生産者による自家施工も可能なことから、現地試

験圃場近辺の地域を中心に普及が進みつつあります。

　

　

　

　

　持続可能な食料システムの構築を目指し農林水産省

が2021年5月に公表した「みどりの食料システム戦

略」にも記載のとおり、施設園芸においても脱化石燃

料化が求められています。今後は、持続的なイチゴ生

産技術の構築に向けて、さらなる増収・二酸化炭素排

出抑制を目指した施設環境調節技術の開発に取り組む

予定です。

研究の背景

局所適時CO2施用の現地実証

今後の取り組み

(ひだか こうた)

▲図 2 慣行および局所 CO2 施用下でのハウス内 CO2 濃度の分布

▲図 3

局所適時 CO2 施用の

果実収量への効果

▲図 4

局所適時 CO2 施用の

灯油使用量への効果

▲図 1 局所適時 CO2 施用システム
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研究の紹介 2 Research  highlight

いもち病抵抗性イタリアンライグラス

新品種「Kyushu 1」

研究の紹介 3 Research  highlight

海外輸出における

かんしょの腐敗を防止する

　国産のかんしょ(サツマイモ)は高品質で食味に優れ

るため、香港、東南アジア等の海外でも人気が高く、

近年輸出が急増しています。一方、出荷段階では腐敗

の認められないかんしょが海上輸送を経て輸入国に到

着した時には腐敗しているケースが多発し、大きな問

題となっています(写真1)。そこで、農研機構では九

州沖縄経済圏スマートフードチェーンプロジェクトに

おいて輸送中かんしょの腐敗防止技術開発を行ってい

ます。

　

　かんしょ輸送中腐敗の主な原因である軟腐病や青か

び病は、表面の傷から病原菌が侵入して発病します。

従って、まずかんしょを傷つけないハンドリングを徹

底するために、傷の種類や程度が腐敗に与える影響を

視覚的に示し、現場指導資料とするための「傷見本」

作成に取り組んでいます。図1に打撲傷の例を示しま

すが、よく見ればわかる程度の僅かな打撲傷(10cm、0

日)でもその後の腐敗リスクを高めることがわかりま

す。このように、かんしょはデリケートな作物である

ため、できるだけ丁寧に取り扱う必要があります。

　出荷前、洗浄時のブラッシングや調製(根切)によっ

てもかんしょに傷がつきますが、これらの避けられな

い傷による腐敗を防ぐため、洗浄・調製後のキュアリ

ングを検討しました。キュアリングは「治癒」を意味

し、かんしょを高温・高湿度の環境に置いて表面にコ

ルク層を形成させ、傷口からの病原菌侵入を防ぐ技術

です。

　その結果、通常のキュアリング(温度30～35℃、湿

度90%以上、3～4日間)では青かび病を十分に抑えられ

ないことが判明しましたので、これを受けて、今回、

通常より高温の40℃で1.5日のキュアリングが軟腐

病、青かび病の両方を強く抑制することを室内実験で

明らかにしました(表1)。現在、現場での効果確認と

更なる問題点の抽出・解決に向けて現地実証試験を実

施中です。今後は、これらの成果を昨年度版の標準作

業手順書に反映させて、現場に活用していただくこと

で国産かんしょの輸出安定化に繋げていく予定です。

かんしょ輸出における腐敗問題

　国の目標では、2025年の牛肉の輸出額は現在の5倍

以上にもなる1,600億円を掲げています。畜産経営に

おいては、飼料費が生産コストの多くを占めています

が、輸入飼料は自給飼料より高価なため、目標達成に

向けた肉牛生産の増加への対応には、自給飼料を増産

し、輸入飼料に頼らないことが、生産コストを低く抑

えるために重要です。そのためには、国内で牧草を効

率よく生産することが求められています。イタリアン

ライグラスは、肉牛生産の盛んな九州で、栽培面積が

全国の60%以上を占める重要な牧草です。畜産業では

担い手が減少する中で経営の規模拡大が進んでおり、

飼料生産を専門に行う「コントラクター」の組織数も

増えています。こうした大規模経営でのイタリアンラ

イグラスの栽培では、播種や収穫の時期を集中させな

いために、品種をうまく使い分ける必要があります。

　イタリアンライグラスは、秋に播種し春に収穫する

作型が一般的で、通常の播種時期は10月下旬頃から11

月頃です。これに対し、九州で9月に播種すると、12

月頃に「年内草」を収穫し、さらに再生の「春１番

草」を収穫することができます(図１)。

　しかし、9月に播種すると、通常の播種時期より生

育初期の気温が高いことにより、いもち病が発生し大

きな被害を受けることがあります。九沖研で育成した

イタリアンライグラスの新品種「Kyushu 1」は、いも

ち病抵抗性が優れるため、9月に播種してもいもち病

の被害はありません。9月に播種した後、年内草の収

穫時期となる12月時点(写真)では、いもち病にかかり

やすい「品種A」では甚大な被害を受け生育が大きく

抑制され、抵抗性のある「品種B」は「品種A」よりは

生育が良好ですが、「Kyushu 1」はさらなる抵抗性の

強化により、生育が大幅に改善されています。9月に

播種ができることで、通常播種時期に対し播種時期が

分散化され、作業集中の回避につながります。

　

　「Kyushu 1」は2020年より種子の販売が開始とな

り、九州南部を中心に、各地で生産者より好評をいた

だいており、その中には、「飼料が不足する冬季に収

穫できるので助かる」といった声もあります。2021年

12月8日には、都城市で、生産者が栽培した「Kyushu 

1」の年内草の状況を立毛検討する現地検討会を開催

し、種苗会社からの関心も高まり、今後の普及が期待

されます。

はじめに

暖地畜産研究領域　

荒川　明 (あらかわ　あきら)

暖地畑作物野菜研究領域　

西場　洋一 (にしば　よういち)

いもち病抵抗性極早生新品種

イタリアンライグラス「Kyushu 1」

おわりに

▲図1　「Kyushu 1」を用いた作付体系

　　　〇は播種、×--×は収穫を示す。

▲写真

いもち病が多発した年の「Kyushu 1」と

他品種との比較

かんしょを傷つけないハンドリン

グ指導のための「傷見本」作成

洗浄・調製後の高温キュアリング

による腐敗防止

▲写真 1

輸送中のかんしょに

発生した腐敗の様子

▲標準作業手順書はこちらからご覧いただけます

かんしょ（べにはるか）に20cm 高さで鉄製ロッドを落下、打撲傷を与えた後に

軟腐病菌または青かび病菌を接種、通常より高温条件でキュアリングを行い

（40℃、湿度90% 以上、1.5日）一定期間保管後（13℃）腐敗率を調査した。

調査イモ個数は１試験区あたり20 個。

▲表 1 高温キュアリングの腐敗防止効果（室内試験）

※ 鉄製ロッド（195g、底面直径8mm）を高さを変えてかんしょ（べにはるか）

の表面に落下させた後に軟腐病菌を接種、打撲傷の程度による腐敗発生の

違いを経時的に調査した。＋：腐敗発生　ー：腐敗なし

▲図 1 傷をつけないハンドリング指導のための傷見本（打撲傷）
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経験から学んだ

気づき

　暖地畑作物野菜研究領域施設野菜グループの日高功

太主任研究員が令和3年度(第17回)「若手農林水産研究

者表彰」農林水産技術会議会長賞を受賞しました。

　農林水産技術会議会長賞は、農林水産業及び関連産

業に関する研究開発について、優れた功績又は将来の

技術革新等につながる優れた研究業績のある若手研究

者に対し、農林水産省より授与される賞です。

　日高主任研究員が受賞した業績「光合成の動態解明

に基づくイチゴの精密環境調節技術の開発」は、イチ

ゴの光合成産物の転流の動態を可視化し、光合成から1

時間後には糖がイチゴ果実に到達することを世界で初

めて明らかにするとともに、その成果を基に高輝度LED

補光や高濃度CO2施用等の環境調節技術の組み合わせに

より慣行栽培に比べて2.5倍(10aあたり10t)の超多収生

産を実現したことが高く評価されました。

　業績内容の一部については、本号3ページの「研究の

紹介1」で詳しくご紹介していますので、併せてご覧く

ださい。

　研究推進部事業化推進室の桂真昭室長が「暖地にお

けるエンバクの耐倒伏性品種育成と夏播き栽培の普及

推進」の業績で日本暖地畜産学会技術普及功労賞を受

賞しました。技術普及功労賞は、畜産・草地の発展に

顕著な意義をもつ新技術の開発・普及に顕著な業績・

寄与をなした者に対し、暖地畜産学会より授与される

賞です。

　桂室長が受賞した業績は、暖地の特に繁殖経営にお

ける飼料生産において欠かせない草種であるエンバク

の品種育成で耐倒伏性品種の充実を図り、夏播き・年

内収穫栽培の安定化に貢献するとともに、生産現場に

近い関係者と連携し、エンバク優良品種の普及やイタ

リアンライグラスとの混播栽培での利用等の社会実装

を推進してきたことです。なお、その混播栽培では、

いもち病に強いイタリアンライグラス品種の利用が安

定生産に繋がることを、本号4ページ「研究の紹介2」

でご紹介している「Kyushu 1」を活用して、鹿児島県の

現地試験で確認しています。暖地での自給飼料生産に

おけるそのような取り組みが、畜産を核とした地域農

業の維持と発展に大きく寄与していると評価されまし

た。

▲桂事業化推進室長 (左 )と森田所長 (右 )

▲阿蘇の噴煙 (左 )と山都町の通潤橋 (右 )

▲11 月 25 日に東京ビッグサイトで行われた

　表彰式の様子

20 2 2　1月号6 2 0 2 2　1月号 7

　

　2020年11月1日付けで九州沖縄農業研究センター(九

沖研)に着任しました。食品研究部門(茨城県つくば市)

の29年、西日本農業研究センター(西農研)四国研究拠

点(香川県善通寺市)の約1年を経て九沖研の合志研究拠

点(熊本県合志市)勤務です。

　ここでは、これまでの勤務経験から2つの気づきにつ

いて紹介します。

 

　食品研のときに農林水産省の行政研修講師を経験し

ました。私の担当研修では、研修後に受講者アンケー

トによる講義や資料のわかりやすさの評価結果が講師

に返されました。行政職の方にも「わかりやすい」統

計解析やサンプリングの研修を依頼され、自分では

「わかりやすい」資料で「わかりやすく」講義したつ

もりでしたが、最初の頃は「難しい」と評価した受講

者が何人かおり、資料や説明の仕方を見直す契機とな

りました。統計解析の初級研修では、数式を使わずに

と研修依頼者から要望され、数式は理解を助けるもの

と考えていた自分の「わかりやすさ」を一から考え直

すこともありました。これらの経験から相手の立場に

なって「わかりやすさ」を考えることの大切さを学び

ました。

「わかりやすさ」

これまでの経歴
　

　九沖研には合志、筑後、久留米、都城、種子島、糸

満、口之津と多くの研究拠点等があります。食品研は

同じ敷地内に全職員がいましたので直接話をしやすい

環境でした。四国研究拠点には2km離れた2地区ありま

すが、両地区に意識的に足を運ぶことで職員と直接話

をすることは可能な距離でした。西農研には福山研究

拠点(広島県福山市)と大田研究拠点(島根県大田市)も

ありますが、これらの拠点の職員と直接話をする機会

は新型コロナの影響もありほとんど作れませんでし

た。このような経験から勤務地が離れる程コミュニケ

ーションを強く意識する必要があることを学びまし

た。九沖研には離れた拠点等が多いですから、直接話

をすることを心掛けるとともにオンラインツール等も

活用してコミュニケーションを強く意識して九沖研の

研究が円滑に推進するように取り組みますのでよろし

くお願いします。

Topics
H u m a n

研究推進部長　

内藤　成弘(ないとう　しげひろ)

「コミュニケーション」

技術普及功労賞を受賞表彰・受賞

令和3年度若手農林水産研究者表彰を受賞表彰・受賞
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者が何人かおり、資料や説明の仕方を見直す契機とな

りました。統計解析の初級研修では、数式を使わずに

と研修依頼者から要望され、数式は理解を助けるもの

と考えていた自分の「わかりやすさ」を一から考え直

すこともありました。これらの経験から相手の立場に

なって「わかりやすさ」を考えることの大切さを学び

ました。

「わかりやすさ」

これまでの経歴
　

　九沖研には合志、筑後、久留米、都城、種子島、糸

満、口之津と多くの研究拠点等があります。食品研は

同じ敷地内に全職員がいましたので直接話をしやすい

環境でした。四国研究拠点には2km離れた2地区ありま

すが、両地区に意識的に足を運ぶことで職員と直接話

をすることは可能な距離でした。西農研には福山研究

拠点(広島県福山市)と大田研究拠点(島根県大田市)も

ありますが、これらの拠点の職員と直接話をする機会

は新型コロナの影響もありほとんど作れませんでし

た。このような経験から勤務地が離れる程コミュニケ

ーションを強く意識する必要があることを学びまし

た。九沖研には離れた拠点等が多いですから、直接話

をすることを心掛けるとともにオンラインツール等も

活用してコミュニケーションを強く意識して九沖研の

研究が円滑に推進するように取り組みますのでよろし

くお願いします。

Topics
H u m a n

研究推進部長　

内藤　成弘(ないとう　しげひろ)

「コミュニケーション」

技術普及功労賞を受賞表彰・受賞

令和3年度若手農林水産研究者表彰を受賞表彰・受賞
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九州農政局「消費者の部屋特別展示」に出展報告
　8 月 30 日から 9 月 10 日までの期間で、九州農政局が

主催する「消費者の部屋特別展示」に、九沖研の研究成果

のパネルや現物展示を行いました。

　九州農政局では消費者とのコミュニケーションを深

める場として「消費者の部屋」を開設しており、「消費者

の部屋特別展示」は、食料・農業・農村に関する施策の

情報提供や普及・啓発のため、毎年開催されています。

　本年度の開催テーマは「日々進化、新品種・新技術～

地域に広がる品種や技術を紹介します～」でした。

　九沖研からは、米粉用水稲品種「笑みたわわ」、もち性

大麦品種「くすもち二条」、大豆品種「ふくあかね」、サツ

マイモ新品種「ふくむらさき」などのパネルとサンプル

を展示しました。また、乾いた田んぼに直接種子を播く

技術「振動ローラ式乾田直播技術」および、サトウキビ品

種「はるのおうぎ」についてもパネル展示を行い、九沖研

が開発した品種や技術についてアピールしました。

受入研究員

技術講習生
受入先 派遣元機関 期間 受入人数

令和3年10月18日～令和3年10月29日 1宮崎大学農学研究科
暖地畑作物野菜研究領域

カンショ・サトウキビ育種グループ

暖地畑作物野菜研究領域

カンショ・サトウキビ育種グループ
令和3年10月11日～令和3年10月22日 1琉球大学農学研究科

令和3年11月29日～令和3年12月3日 1大分県福岡事務所
暖地畑作物野菜研究領域

施設野菜グループ

暖地畑作物野菜研究領域

カンショ・サトウキビ育種グループ

依頼研究員

受入先 派遣元機関 期間 受入人数

令和3年11月1日～令和4年2月28日 1佐賀県農業試験研究センター
暖地畑作物野菜研究領域

施設野菜グループ

暖地畑作物野菜研究領域

カンショ・サトウキビ育種グループ
令和3年10月5日～令和3年10月14日 1富山県農林水産総合技術センター

令和3年11月30日～令和3年12月24日 1鹿児島県農業開発総合センター
暖地畑作物野菜研究領域

施設野菜グループ

暖地畑作物野菜研究領域

施設野菜グループ

▲サンプルとパンフレット展示の様子

▲筑後・久留米研究拠点 (久留米 )の植物工場

2022

巻頭言
農研機構理事長　久間 和生

研究紹介
・イチゴの局所適時CO2施用技術の開発と

　スマ農実証への展開

・いもち病抵抗性イタリアンライグラス

　新品種「Kyushu 1」

・海外輸出におけるかんしょの腐敗を防止する

人
経験から学んだ気づき

トピックス
・表彰・受賞

・九州農政局「消費者の部屋特別展示」に出展

・受入研究員

Jan.

スマート技術で Society 5.0 の
深化と浸透を

久間 和生農研機構 理事長

ISSN 2435-2276

NO.67  2022.1

2 0 2 2　1月号8

Topics

編集・発行／国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構(農研機構) 九州沖縄農業研究センター

住所／〒861-1192 熊本県合志市須屋2421 ☎096-242-7530

https://www.naro.go.jp/laboratory/karc/

巻頭言

no-ken_67-p01-08.indd   2 2022/01/17   17:40:42


